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【手続補正書】
【提出日】平成25年1月9日(2013.1.9)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】請求項５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【請求項５】
　前記評価値算出手段は、前記各領域の画像の空間周波数を算出する空間周波数算出手段
と、該算出した空間周波数から前記視差を補正する補正係数を算出する補正係数算出手段
とを備え、前記補正係数による補正後の視差量を前記評価値として出力することを特徴と
する請求項４に記載の立体撮像装置。
【手続補正２】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】請求項６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【請求項６】
　請求項１に記載の立体撮像装置であって、さらに、前記複数の領域のうち前記適正な視
差範囲に入っていないと判定された領域の前記外部の画像出力手段の表示画面上でのサイ
ズを算出する手段を備え、前記警告表示手段は前記適正な視差範囲に入っていないと判定
された領域の前記外部の画像出力手段の表示画面上でのサイズが所定値以下のときには警
告を表示しないことを特徴とする立体撮像装置。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２１】
　また、請求項５に示すように、請求項４に記載の立体撮像装置であって、さらに、前記
評価値算出手段は、前記各領域の画像の空間周波数を算出する空間周波数算出手段と、該
算出した空間周波数から前記視差を補正する補正係数を算出する補正係数算出手段とを備
え、前記補正係数による補正後の視差量を前記評価値として出力することを特徴とする。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
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【補正対象項目名】００２２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２２】
　また、請求項６に示すように、請求項１に記載の立体撮像装置であって、さらに、前記
複数の領域のうち前記適正な視差範囲に入っていないと判定された領域の前記外部の画像
出力手段の表示画面上でのサイズを算出する手段を備え、前記警告表示手段は前記適正な
視差範囲に入っていないと判定された領域の前記外部の画像出力手段の表示画面上でのサ
イズが所定値以下のときには警告を表示しないことを特徴とする。
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